
■第２次総合計画

１． 総合計画で掲げている施策の基本方針

【参考】施策に関連する個別計画

２． 行政の主な取り組みと構成事務事業一覧

① 社会福祉総務事務事業

1 社会福祉法人許可・指導監査等事務事業

2 社会福祉主事任用資格受講事業

② 地域福祉事業

1 社会福祉協議会運営連絡調整事業

2 戦没者追悼式実施事業

3 特別弔慰金事業

4 地域福祉ネットワーク委託事業

5 各種団体育成支援事業

6 行旅病人・死亡人取扱事務事業

7 更生保護事業

③ ひまわり会館菅理事業

1

④ 経済対策臨時福祉給付金事業

1

サー
ビス

補
④福祉
増進

Ａ
現状
維持・「社会を明るくする運動海津市推進大会」、一日保護司等の啓発活動に参画。

　　社会を明るくする運動海津市推進大会　参加者数　○人（H28　○人）

直
④福祉
増進

Ａ
現状
維持

・行旅病人に所持金がなく救護者もいない場合の救護や、行旅死亡人の火葬を行
う。
　　行旅病人　○人　　行旅死亡人　○人

社会福祉課

XXX XXX なし 単費

社会福祉課

XXX XXX 義務 単費
サー
ビス

サー
ビス

補
④福祉
増進

Ａ
現状
維持・海津市社会福祉協議会、海津保護区保護司会、海津市更生保護女性会、海津市

遺族会、海津市平和記念事業実施団体に対して補助金を交付。

委
④福祉
増進

Ａ
現状
維持

・地域福祉ネットワーク事業を海津市社会福祉協議会に委託し、巡回相談、心配ごと
相談、弁護士相談及び結婚相談や福祉推進委員活動の推進を実施。
　　巡回相談　○件（H28　○件）　　　心配ごと相談　○件（H28　○件）
　　弁護士相談　○件（H28　○件）　 結婚相談　○件（H28　○件）
　　福祉推進委員会　○回開催

社会福祉課

XXX XXX 市規定 単費

社会福祉課

XXX XXX なし 県一部
サー
ビス

サー
ビス

直
④福祉
増進

Ａ
現状
維持・第１０回特別弔慰金の請求の受付及び国債の交付。（請求者数　○件、国債交付者

数　○件）

直
④福祉
増進

Ａ
現状
維持・海津市戦没者追悼式の挙行。（参列者　○人/H28　○人）

社会福祉課

XXX XXX 義務 県一部

社会福祉課
XXX XXX なし 単費

サー
ビス

④福祉
増進

Ａ
現状
維持・社会福祉法人に対し監査を実施。

　　５団体実施（○○認定こども園、△△認定こども園、□□□・・・）

サー
ビス

補
④福祉
増進

Ａ
現状
維持・岐阜県地域での支え合い活動支援事業費補助金を地区社会福祉協議会（２地区）

へ補助金を交付。

④福祉
増進

Ａ
現状
維持・福祉事務所職員を社会福祉主事資格取得のため研修に派遣。（資格取得者 1名・

累計１９名）

社会福祉課

XXX XXX 県規定 県一部

社会福祉課

社会福祉課

XXX XXX なし 単費
内部
管理

直

XXX XXX 義務 単費
内部
管理

直

サー
ビス

直
⑦維持
確保

Ａ
終了・
廃止

・平成28年度の住民税が課税されていない人に申請書を送付し、審査後給付金を支
給。（課税者に扶養されている人、生活保護受給者を除く）
　　支給額　１人　15,000円　　支給対象者　○○○人

経済対策臨時福祉給付金事業 社会福祉課

XXX XXX 義務 県一部

維持
管理

直
④福祉
増進

Ａ
現状
維持

・海津総合福祉会館ひまわりの維持管理と福祉の向上及び健康増進のための施設
の提供。
　　会議室等利用者数　○○○人（H28　○○○人）
　　浴室利用者数　○○○人（H28　○○○人）
　（主な工事）
　　施設改修工事、防犯カメラ設置工事、自動扉開閉装置取替工事

ひまわり会館管理事業 社会福祉課

XXX XXX 市規定
単費・
地方債

行政の主な取り組み 予算額（単位：千円） 事務事業の概要 評価結果

事業別予算名・事務事業名・事業内容（実績） 担当課 H29決算額 H30予算額
根拠 財政

貢献度 方向性

事業 実施 関与 施策 今後の

法令 負担 種別 方法 必要性

計画名称 計画概要 策定年月 計画期間 備考

第２次海津市地域福祉計画
住民等の参加を得て、地域の様々な生活上の課題の解決に向けて、地域福
祉を推進するための仕組みをつくる計画

平成25年3月
平成25年度～
平成29年度

平成30年度改定

施策 1-7 地域福祉の推進

施策方針
（めざす姿）

市民が地域でつながりをもちながら生活できるよう、市民と行政が協働し、自助・共助・公助の視点による福祉意識、ボランティア意識の啓発や地域福祉活
動体制の確立を推進します。

施策評価表

基本目標 1
だれもが健康で　笑顔あふれる　まちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

【医療・保健・福祉】 健康福祉部 ○○　○○

次ページ参照
「事務事業の概要と評価結果について」

３ 施策評価表 記載例

①

③

④

②

⑩ ⑪

⑧

⑧
⑤
⑥ ⑨
⑦

施策の担当部署の部局長名
を記入。

個別計画（※）の名称、概要、策定年月、計画期間を記入。
※第２次総合計画に記載された内容を踏まえ、その実現を図るためのより具体
的・詳細な内容について定めたもの。

近年中に改定予定がある
場合は、その旨を記入。

事務事業のＨ２９実績を具体的に箇条
書きで記入。
⑪評価結果の理由を示す数値等があ
る場合は記入。
※適宜行の高さを変更

Ｈ２９決算額とＨ３０予
算額を記入。

「第○次」を記入
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⑤ 生活困窮者自立支援事業

1

【参考】個別計画で掲げている目標値

第２次海津市地域福祉計画

（※上記の指標は第２次海津市地域福祉計画には掲げていません。記載例の参考として、第３次海津市地域福祉計画に掲げている指標を使用しています。）

３． 総合計画で掲げている成果指標・目標値

生活困窮者自立支援事業　相談件数

４． 施策方針（めざす姿）に対する現状評価

５． 施策の進捗状況の評価［施策方針（めざす姿）の達成に向け、施策がどの程度進捗しているか］

理　由

予定以上に進んでいる

予定どおり進んでいる

少し遅れている

大幅に遅れている

６． 今後の施策展開と歳出抑制の考え方（平成30～32年度までの3か年の主な取組）

具体的内容 説明（特定財源、補完・代替措置等）

歳出抑制（歳入確保）の考え方

1
社会福祉主事資格者は、平成18年度から養成を開始し、平成29年
度末現在19名となっている。福祉事務所への有資格者の配属を秘
書広報課と協議し、研修に係る経費の削減を図る。

2
補助金交付団体の活動内容や収支を検証し、補助金額の見直しを
図る。

施策展開の考え方

1
海津市社会福祉協議会と連携を図り、地区社会福祉協議会やボラ
ンティア活動の指導・人材育成に努める。

2
窓口に相談に来られない生活困窮者については、関係機関と連携を
強化し、情報共有することで早期発見・支援につなげる。

◎

○
○

▲

×

区分 Ｎｏ．

施策方針（めざす姿）に対する主な成果 施策方針（めざす姿）の達成に向けての課題

○生活困窮者自立支援事業として「海津市くらしサポートセンター」を海津市社会福祉協
議会に委託し、様々な課題を抱えた相談者に関係機関等との連携により包括的な支援を
行い、自立支援に繋げることができた。
○海津市社会福祉協議会への補助金交付及び地域福祉ネットワーク事業の委託によ
り、専門職のもと、地域住民のニーズや課題への対応、身近な相談体制の充実、地域住
民の見守り活動の充実を図ることができた。

○地域での人と人とのつながりが希薄化するなか、地域で支えあうことのできる
ネットワークを構築するため、自治会長、民生委員児童委員、福祉推進委員など
が連携を図るため情報共有ができる場を持つことが必要である。
○地域によって地域福祉に対する意識に温度差がみられるため、海津市社会福
祉協議会と連携して地域福祉活動への理解や関心を高め、参加を促すための活
動の推進を図る必要がある。
○窓口に相談に来られない生活困窮者については、積極的なアウトリーチによ
り、早期に発見し、支援につなげる必要がある。

進捗状況区分 評価

○めざす目標値については、計画策定時の数値を上回っており、生活困窮者自立支援事業を始めとし、海津市社会福祉協議会
や民生委員児童委員などと連携しながら、高齢者や生活に困難を抱えた人が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう体制づくり
が展開できている。
○

122 H27 XXX H29 140 H33

め ざ す
目 標 値

指標名 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

件

Ｈ29

市社協における総合相談件数 地域福祉ネットワーク委託事業 件 1,100 Ｈ25 X,XXX H29 1,300 Ｈ29

ボランティア登録団体数 団体 89 Ｈ25 XX H29 97

ふれあいいきいきサロン実施箇所数 件 50 Ｈ25 XX H29 58

Ｈ29

ボランティア個人登録数 人 208 Ｈ25 XXX H29 228 Ｈ29

Ａ
現状
維持

・生活保護に至る前の生活困窮者に対し、自立相談支援事業及び家計相談支援事
業を海津市社会福祉協議会に委託して実施。
　　自立相談支援件数　○○件（H28　○○件）
　　家計相談支援　○○件（H28　○○件）
　　住宅確保給付金　○○件（H28　○○件）

指標名 説明・備考 単位
計画策定時 実績値（現状） 目標値

年度 年度 年度

生活困窮者自立支援事業 社会福祉課

XXX XXX 義務 国一部
サー
ビス

委
⑤支援
安全

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰ ⑱

≪該当する場合のみ≫
個別計画に掲げている指標のうち、総合計画で掲げていない（類
似していない）指標の指標名、計画策定時の実績値等を記入。
※記載例の場合、「生活困窮者自立支援事業相談件数」は総合
計画の成果指標であるため記入しない。

Ｈ２９年度実績値を記入。

「施策方針に対する主な成果」と「施策方針達成
に向けての課題」を具体的に、箇条書きで記
入。
※社会的な大きな問題（景気。国の政策など）
は、市の施策では解決できないので適さない。

評価において根拠とした成果や課題を具体的にわかりやすい
表現で記入。
※⑭の内容との重複可。

進捗状況区分より選択。

施策展開と歳出抑制（歳
入確保）の２つの視点から
具体的な内容を記入。

それぞれの具体的内容について、サービスの
低下を和らげるための特定財源、補完・代替措
置等がある場合はその内容を記入。

指標について特に説明等
が必要な場合のみ記入。

「第○次」を記入
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